
  PayPayアセットマネジメント株式会社

【流動資産】 【流動負債】

【資本剰余金】

【利益剰余金】

【評価・換算差額等】

10,664

8,932

【固定負債】

資 産 除 去 債 務

4,131

4,131

前 受 金

預 り 金

長 期 差 入 保 証 金

繰 越 利 益 剰 余 金

173

負 債 ･ 純 資 産 合 計

株 主 資 本 合 計 490,796

494,928

136,927 そ の 他 利 益 剰 余 金

462,136そ の 他 資 本 剰 余 金

△ 714,552

△ 714,552

648,213

4,578

4,578 資 本 準 備 金

1,110,349

198,801

95,000

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

【固定資産】

 （有形固定資産）

13,225 225,574

357

57,295

第21期決算公告

貸借対照表(2023年3月31日現在）

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

金額

32,688

建 物

2023年6月29日

金額科目

（単位：千円）

未 収 委 託 者 報 酬

5,793

521,700

未 払 金

科目

24,156

192,886

2,290

現 金 及 び 預 金

賞 与 引 当 金

未 払 法 人 税 等11,822

【資　本　金】

前 払 費 用

未 収 運 用 受 託 報 酬 未 払 費 用

未 払 手 数 料

損 害 賠 償 引 当 金 11,526

44,069 そ の 他

23,719

8,611繰 延 税 金 負 債

4,477

64,672

関 係 会 社 未 払 金

そ の 他

296,638

174,129

33,317

36,335

29,830

4,131

720,502720,502

投 資 有 価 証 券 89,583 △ 714,552

資 産 合 計

出 資 金

315

評 価 ・ 換 算 差 額 金 等 合 計

46,855

 （投資その他の資産）

ソ フ ト ウ エ ア

 （無形固定資産）

器 具 備 品

純 資 産 合 計

そ の 他 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金



注記事項

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　その他の有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

（２）固定資産の減価償却の方法
　　有形固定資産

定率法

建物 ３年～15年
器具備品 ３年～15年

　　無形固定資産

（３）重要な引当金の計上基準

　　賞与引当金

　

　　損害賠償引当金
　

（４）収益及び費用の計上基準

２． 当期純損失 千円

将来において発生する可能性がある損害賠償に備えるため、損失の見込額を計上しております。

1.投資信託委託業務
投資信託委託業務においては、投資信託契約に基づき信託財産の運用指図等を行っております。
当該契約については、運用期間にわたり履行義務が充足されるため、履行義務を充足するにつれて一定
の期間にわたり収益を認識しております。

2.投資運用業務
投資運用業務においては、投資一任契約に基づき、顧客資産を一任して運用指図等を行っております。
当該契約については、運用期間にわたり履行義務が充足されるため、履行義務を充足するにつれて一定
の期間にわたり収益を認識しています。

3.投資助言業務
投資助言業務においては、投資助言契約に基づき、運用に関する投資判断の助言等を行っております。
当該契約については、助言期間にわたり履行義務が充足されるため、履行義務を充足するにつれて一定
の期間にわたり収益を認識しています。

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており
ます。

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しており
ます。

会計期間末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部
純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）を採用しております。

438,166

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。


